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研究成果の概要（和文）：本研究は、福島原発事故発生後に、原発事故の状況や避難に関する情報などが、国や事業者
および福島県からどのようにして原発周辺自治体に伝達され、住民に知らされていったのかについて、原発事故による
避難エリアに入った自治体の防災担当部局などに聞き取り調査を行い、また関連資料や文献などを参照することで、当
時の情報伝達の実態とその問題点を明らかにした。また本研究は、住民に対する放射線リスク情報の伝達をめぐる問題
、福島県産品に発生していると言われる風評被害の実態、全国の原発周辺自治体で見直しが進められている原子力防災
計画の抱える課題などの検討を行った。

研究成果の概要（英文）：A number of problems occurred in the transmission of information both during and 
after the Fukushima nuclear disaster. This study attempts to examine (i) how information on the nuclear 
disaster and evacuation was transmitted to local governments and citizens,　(ii) how information on 
radiation risk was provided to citizens of Fukushima, and (iii) what economic damage to farmers in 
Fukushima was caused by harmful rumours and misinformation. Lastly, this study tries to clarify issues 
concerning revisions to the Genkai, Ohi and Takahama Nuclear Disaster Management Systems in 
post-Fukushima Japan.
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１．研究開始当初の背景 
 
 2011年 3月 11日に発生した福島原発事故
では、周辺の自治体と住民に対する情報伝達
に関わる様々な問題が発生した。福島原発事
故は複合災害であったため、通信手段が十分
に機能せず、オフサイトセンターも機能不全
に陥り、関係自治体に対して情報が十分に伝
達できない状況が生みだされてしまった。ま
た、事故によって大量の放射性物質が広範囲
に拡散してしまったため、放射線の人体への
影響をどう考えるべきかという問題が生じ、
福島県の自治体は、専門家の説明を参考にし
ながら、住民に対する放射線リスクコミュニ
ケーションを行わざるを得なかった。加えて、
JCO臨界事故のケースとは異なり、実際に大
量の放射性物質が広範囲に拡散したという
事実が存在する中で、福島の生産物や観光地
に対する風評被害が発生してしまった。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、（１）原発周辺自治体に
対する原発事故の状況と避難に関する情報
伝達をめぐる問題、（２）住民に対する放射
線リスク情報の伝達をめぐる問題、（３）福
島県産品に発生していると言われる風評被
害の実態を検討することである。また、以上
のような研究の成果を踏まえた上で、（４）
全国の原発周辺自治体で見直しが進められ
ている原子力防災計画の課題などを明らか
にするのが本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、福島原発事故によって避難を余
儀なくされた自治体の防災担当部局、風評被
害を受けている福島の生産者、佐賀県の玄海
原発の周辺自治体と福井県の大飯原発およ
び高浜原発の周辺自治体の防災担当部局に
対する聞き取り調査を行うことに加えて、入
手可能な文献と資料の検討を行うことで研
究を進めるものである。 
 
４．研究成果 
 
（１）原発周辺自治体に対する原発事故の状
況と避難に関する情報伝達について 
 
福島原発事故発生後に、原発事故の状況や
避難に関する情報などが、国や事業者および
福島県からどのようにして原発周辺自治体
に伝達され、住民に知らされていったのかに
ついて、原発事故による避難エリアに入った
自治体のうち、浪江町、双葉町、大熊町、富
岡町、楢葉町、広野町、南相馬市、田村市の
防災担当部局などに聞き取り調査を行い、ま
た資料や文献などを検討することにより、次
のようなことが明らかになった。 
 

①福島原発事故において、原発周辺自治体に
伝達されるべきであった情報には、主に、事
故そのものに関する情報と説明、避難および
屋内退避に関する指示の２つがあったと思
われる。福島原発事故では、これらの情報が
十分に伝わらなかったと言われているが、実
際には自治体ごとに事情が異なっていたこ
とが明らかになった。例えば浪江町では、避
難指示に関する連絡が国や県から入らず、テ
レビで確認された。また事故直後の浪江町に
は、東京電力からの職員派遣がなされず、国
や県からの連絡もなかったため、事故に関す
る情報がテレビ以外からはほとんど入って
いない。これに対して、例えば大熊町などに
は、派遣されてきた東電職員を通じてある程
度の事故情報が伝達されており、また、国や
県から避難指示や避難先が伝えられること
もあった。 
 
②原発事故に関するある程度の情報が入っ
ていた場合でも、それらの情報から事故の危
険性を十分に認識できなかった自治体があ
った。本研究が、このような認識が生まれな
かった原因ではないかと推測するのは、原発
立地自治体に存在していた安全神話、正常性
バイアス、自治体職員の専門的知識の不足、
東電職員の説明の仕方の問題などである。こ
れらが影響して、入ってきた情報から危険性
を認識できなかった可能性がある。 
 
③福島原発事故では、発災直後からしばらく
の間、多くの自治体において通信手段が十分
に機能しなかった。それ故、国や県などから
関係自治体に原発事故や避難などに関する
情報や説明が十分に届かない状況が生まれ
てしまった。しかし、本研究が行った調査に
よれば、発災後の割と早い時期から電話や県
の防災行政無線などが使えた自治体があっ
た。例えば、南相馬市や田村市などには、震
災から数日後には情報を伝達できるルート
が存在しており、それ故、両市には避難や屋
内退避指示の連絡がある程度入ってきた。し
かし本研究が行った調査によれば、両市に対
しては、原発事故そのものに関する詳しい情
報や説明などが十分に伝達されなかった。当
時の両市は原子力防災対策の重点地域には
入っておらず、原発事故への備えや知識がな
い状態であった。すなわち両市は、原発事故
によって想定外の影響を受けることになっ
てしまい、比較的早い時期から情報が伝達で
きるルートが存在していたが、原発事故その
ものに関する詳しい情報や説明などが入っ
てこなかった。福島原発事故の情報が関係自
治体に十分伝わらなかったのは、通信手段の
機能不全だけが原因であるとは言えないと
思われる。 
 
④福島原発事故は、複合災害であったため、
対応が難しい問題が山積し、集まることがで
きない職員がいるなど、災害対策本部を中心



とした情報共有が十分できなかった自治体
があった。また、自治体によっては、事業者
からの連絡を受けていた部局と防災を担当
する部局との情報共有が不十分であったり 、
また同じ部局内でも情報共有がうまくいか
なかったケースも見受けられた。もちろん、
福島原発事故は未曽有の複合災害であり、
我々の想像を超える混乱の中で、情報共有が
困難であったのはやむを得ないことだと思
われる。また、そもそも、自治体に入ってく
るすべての情報を全職員が共有することは
ありえない。しかし今後は、災害が発生した
場合に、現場や外部から災害対策本部に入っ
てくる重要な情報が、伝えられるべき職員に
可能な限り届くように、共有する意識を強く
持つことと、また実際に情報を共有しやすい
しくみ、手段などを整えるようにしなければ
ならないと思われる。 
 
⑤住民のケアや捜索活動のために庁舎外に
出ている職員に対して、原発事故に関する情
報を伝達できず、リスクがあることを知らな
いで職員が活動する状況が生まれたり、携帯
電話やワンセグなどで情報を素早く入手で
きる住民と職員の間に情報格差が生み出さ
れることがあった。 
 
⑥福島原発事故では、富岡町に設置されてい
た非常用発電機が、途中から機能しなくなっ
た。それ故富岡町では、災害対策本部を役場
に隣接する文化交流施設に移さざるを得な
かった。福島原発事故では、原発が電源を喪
失することの恐ろしさを知ることになった
が、自治体が原子力災害に対応するためには、
外部からの情報収集と住民などへの情報伝
達が必要であり、電源の確保が重要となる。
複合災害として原発事故が発生した場合に
は、富岡町のように非常用発電機が機能しな
くなることや、状況によっては、燃料の補給
が難しくなることもありうる。そのような場
合に、各自治体がどこまで対応できるのか、
備えておくべきことはないかなどを今後検
討しなければならないだろう。 
 
（２）住民に対する放射線リスク情報の伝達
をめぐる問題 
 
 この問題に関しては、主に文献、新聞記事、
放送されたテレビ番組などの内容を分析す
ることによって研究を進めた。放射線が人体
に与える影響は、専門家の間でも意見が分か
れ、住民の間でも意見がぶつかり合う難しい
問題である。すでに明らかになっている様々
な事実や計測結果および知識などに住民が
アクセスしやすくし、また、住民が内部被ば
くや外部被ばくを測定できる環境を作り、自
らが置かれている状況を他と比べることが
できるようにして、個々人が自分なりの「物
差し」を形成できるようにすることが大切だ
という結論に達した。 

 
（３）福島県産品に発生していると言われる
風評被害について 
 
 （３）に関しては、福島県内の果樹園、有
機農業を行っている農家、酒造業者などに対
する聞き取り調査を行い、また文献および資
料などの検討を行った。その結果、同じ業種
の中でも、風評被害を受けやすいものもあれ
ば、受けにくいものもあり、業種をひとまと
めにして風評被害をとらえるのではなく、そ
れぞれの業者や農家などの特徴と置かれて
いる状況を個別にみなければ、風評被害と言
われる問題の本質を明らかにすることはで
きない可能性が高いという結論に達した。 
 
（４）全国の原発周辺自治体で見直しなどが
進められている原子力防災計画の課題につ
いて 
 
 （４）に関しては、佐賀県庁、佐賀県玄海
町、唐津市、伊万里市、長崎県松浦市、福井
県おおい町、高浜町、小浜市、滋賀県高島市、
長浜市、京都府舞鶴市の原子力防災担当部局
に対する聞き取り調査を行い、福島原発事故
の教訓を踏まえて原子力規制委員会から新
たに出された原子力災害対策指針に基づい
て、佐賀県の玄海原発と福井県の大飯原発お
よび高浜原発の周辺自治体で見直しなどが
進められている原子力防災計画および避難
計画の内容を分析し、それらが抱える課題な
どを検討した。 
 その結果、これらの原発の周辺自治体にお
いては、通信手段の強化やオフサイトセンタ
ーの複数化が進められるなど、福島原発事故
の教訓を踏まえて、原子力防災体制が強化さ
れていることが明らかになった。また、これ
らの自治体の多くは、原子力災害が起こった
場合に、できるだけ早く準備したり対策を考
えられるように、起こった事実だけではなく、
事故の見通しや進展の可能性も含めて、詳細
な情報を伝えて欲しいと考えていることが
分かった。しかし他方で、これらの自治体の
多くは、福島原発事故後に策定された原子力
災害対策指針に基づいて行われる段階的避
難を多数の住民に説明し理解を得なければ
ならないという問題、安定ヨウ素剤の配布問
題、避難用のバスと運転手の確保に関する不
安などを抱えている。また、バスや自家用車
などで避難中の住民に対する情報伝達手段
が限られていたり、庁舎外に出て活動する職
員に連絡する場合に個人の携帯電話に頼ら
ざるを得ない自治体も多かった。 
原発周辺の自治体は、これらの問題の解決
に取り組みつつ、今後も原子力防災計画およ
び避難計画をより望ましいものに修正して
いく必要がある。 
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